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1．本論文の目的と課題 
 本論文は、グローバル化経済におけるフラグメンテーション（生産工程の国際的分業）の具体的
事例として、台湾系 PC（パーソナル・コンピューター）企業の中国大陸進出の変遷に焦点をあて、
以下の点を明らかにすることを目的としている。 
 第 1は、PC 産業のグローバル・ネットワークにおける台湾系 PC 企業の役割とそこに至った要因
を明らかにすることである。今日、PC産業の分業体制において台湾系企業は ODM企業（PCブランド
企業から企画・設計・製造を委託された企業）として極めて重要なポジションを占めている。この
点を詳細に記述するとともに、そこに至った要因を明らかにすることが第 1の目的である。 
 第 2は、台湾系 PC企業の中国進出要因と台湾系 PC産業の分業構造を明らかにすることである。
台湾系 PC企業の中国大陸での立地は、広東省→江蘇省→四川省成都市・重慶市へと変遷している。
こうした立地選択および立地移転のメカニズムを明らかにするためには、台湾系 PC企業の戦略やそ
の背景にある経済的要因も明らかにする必要がある。 
 第 3は、台湾系 PC企業の中国進出先として、内陸部の重慶がどのような地域的優位性を持つかを
明らかにすることである。中国の経済発展は、鄧小平氏の「先豊論」のもとで自然地理的・経済的
優位性を持った東部沿海地域から始まった。相対的に発展が遅れた内陸部に台湾系 PC企業が進出す
る上で、重慶の地域的優位性がどのように評価されたのかは、後進地域の発展の可能性を考える上
で重要なポイントである。本論文では、重慶の地域的優位性を地方政府の政策的要因と非政策的要
因に分けて考察する。 
 第 4は、台湾系 PC 企業の重慶進出による経済効果を分析することである。具体的には、2007 年
と 2012年の産業連関表を利用して、台湾系 PC産業が属する「情報通信機械・電子商取引設備」産
業が他の産業に及ぼす効果を分析する。ただし、2009年の台湾系企業の内陸部進出から数年間が経
過しただけであり、詳細な分析をするには利用できるデータが限られており、その意味では初歩的
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な分析にとどまる。 
 
2．本論文の構成と各章の概要 
 本論文は、序章、本論 5章、終章の計 7章から構成される。 
 序章では、論文の背景と目的について述べる。 
 本論の第 1章から第 5章までのうち、第 1章では、集積の理論と実際をテーマに、集積の基礎理
論、グローバル化のもとでの集積の変化、中国における産業集積の形成について議論される。第 2
章では、台湾系 PC企業の中国国内への生産移転の背景とメカニズムについて、台湾系 PC産業の分
業構造と関連づけながら議論される。第 3章では、台湾系 PC企業の中国国内への立地と移転に関す
る動向とその要因が議論される。第 4章では、台湾系 PC企業の近年の移転先である中国内陸部の重
慶と成都に焦点をあて、これら地域への進出要因としてどのような政策が実施され、どのような経
営判断が働いたのかが議論される。第 5章では、特に重慶への進出に注目し、産業連関分析を援用
しながら台湾系 PC企業の重慶進出の経済効果の分析を行っている。 
 終章では、各章の議論と分析について整理するとともに、本論文の結論から導かれる政策含意と
今後の課題について述べる。 
 本論文の構成は、以下の通りである。 
 
序 章 本論文の背景と目的 
第 1章 集積・グローバル化と中国の産業集積 
第 2章 台湾系 PC企業の中国への生産移転の背景とメカニズム 
第 3章 台湾系 PC企業の中国立地移転における動向と要因 
第 4章 台湾系 PC企業の立地移転における重慶と成都の地域経済政策の役割 
第 5章 重慶における台湾系 PC企業の移転による経済的効果の分析 
終 章 結論と今後の課題 
参考文献 
 
 以下では、各章の概要を述べる。 
＜序章＞ 
 序章は、2つの節から構成される。 
 第 1節では、本論文の背景が説明される。経済のグローバル化や技術進歩を背景にヒト・モノ・
情報の移動が活発化し、生産工程が細分化され、先進国企業はその生産工程を発展途上国に移転す
るようになった。特に、中国の大量かつ安価な労働を求めて外資系企業が中国に多数進出したが、
近年、その進出先が沿海部から内陸部へ一部移転する動きが見られる。本論文では、外資系企業の
中国内陸部進出の具体的事例として、台湾系 PC企業の重慶進出に着目する。 
 PC産業は、モジュール型の設計思想のもとで発展し、先進国から途上国への産業移転に適した代
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表例である。その中で台湾系企業は PCの 90％以上の生産（先進国企業からの委託生産）を担当し、
企画・設計・生産を一手に引き受ける ODM企業（Original Design Manufacturing）として大きな発
展を遂げている。台湾系 PC企業の中国内陸部進出は 2009年から始まり、短期間のうちに四川省成
都市と重慶市は中国国内最大の PC生産拠点となっている。 
 第 2節では、本論文の目的と研究方法について説明され、最初に以下の問題が設定される。 
 ①台湾系 PC企業が PC産業のグローバル生産ネットワークの中でどのような位置を占めるのか、
そして、そこに至った要因は何か。 
 ②台湾系 PC企業が中国に進出して集積が形成された要因は何か、すなわち、台湾系 PC企業はど
のような戦略のもとで生産工程を中国へ分散したのか。 
 ③台湾系 PC企業の中国進出・地域移転戦略において、内陸部の重慶はどのような地域的優位性を
持っているのか。また、地方政府の誘致戦略の優位性は何か。 
 ④台湾系 PC企業の重慶進出によってどのような経済効果が生じたか。 
 先行研究では、①と②に関する研究が多いものの、③と④に関する研究はまだ少ない状況にあ
る。例えば、台湾系 PC企業の中国における集積とその形成要因に関する先行研究は、主に沿海地域
の長江デルタと珠江デルタに関するものである。 
 先行研究と比較した本論文の特色は、以下の点にある。第 1に、先行研究よりも視点を広げ、PC
産業、台湾系 PC企業、重慶という 3つのキーワードを中心に、台湾系 PC企業の重慶への生産工程
の移転過程を明らかにしたこと。第 2に、企業戦略と地域の発展戦略から台湾系 PC企業の沿海地域
から重慶への移転について解明したこと。第 3に、台湾系 PC企業の重慶への立地移転が重慶の発展
に果たした役割と地域経済効果を分析したこと。 
 以上の整理に基づき、本論文の目的と研究方法が説明される。 
 第 1は、台湾系 PC企業の中国への生産移転の背景とメカニズムを明らかにすること。背景要因と
して、PC のグローバル生産ネットワークにおける台湾系企業の位置づけと、台湾系 PC 企業集積の
構造を考察し、中国への生産移転のメカニズムに関しては、経済的な要因と政策の影響から分析す
る。研究方法としては、空間経済学におけるフラグメンテーション理論、産業立地論と集積理論を
ベースに、主に文献研究とデータ分析を行った。 
 第 2は、企業戦略と地域発展戦略の両面から、台湾系 PC企業の重慶進出要因を探究すること。研
究方法としては、企業の立地選択、企業戦略、空間経済学における地域発展戦略をベースとし、実
態についてはデータ分析とインタビュー調査を行った。 
 第 3は、産業連関分析を用いて、台湾系 PC企業が重慶の地域発展にもたらす経済効果を分析する
こと。特に、台湾系 PC企業の重慶への立地移転が重慶における産業連関度の変化、他産業に及ぼし
た技術効果と雇用・生産誘発効果を明らかにする。研究方法としては主に、産業連関分析をベース
にデータ分析を行った。 
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＜第 1章＞ 
 第 1章は、5つの節から構成される。 
 第 1節では、本章の目的として、本論文の理論的基礎となる集積と立地に関する理論が整理され、
中国の産業集積に関する先行研究がサーベイされることが述べられる。 
 第 2節では、集積に関する伝統的理論と現代的理論について整理される。伝統的理論では、外部
経済のもとでの集積の利益や社会的インフラの影響を論じたマーシャルと、輸送費・労働費等の費
用最小化の視点から集積要因と分散要因を論じたウェーバーの議論が取り上げられる。 
 現代的理論は、新産業地域論、新産業空間論、ポーターの産業クラスター論に分けて整理される。
新産業地域論では、マーシャルが論じた外部経済よりも内部経済が重視されるとし、企業家による
イノベーションを強調したシュンペーターと、地域産業システムに注目して米国の IT産業集積を論
じたサクセニアンの議論が取り上げられる。新産業空間論では、ウェーバーの集積分類を再分類し
たフーヴァーと、リーケージ費用の観点から集積を論じたスコットの議論が取り上げられる。ポー
ターのクラスター論では、グローバル経済における国や地域の競争優位の決定要因が産業のクラス
ター化を生み出すとし、クラスター論を用いて費用や生産性やイノベーションの可能性を論じたポ
ーターの議論が取り上げられる。 
 第 3節では、工業立地に関する伝統的理論と現代的理論が整理された上で、生産立地の問題が経
済のグローバル化と関連づけて説明される。伝統的な工業立地論では、立地因子の概念を用いて費
用最小化という供給面から立地を論じたウェーバー、費用最小化よりも利潤最大化を重視し需要面
をも強調したグリーンハット、需給の空間的変化から利潤の空間的限界を論じたスミスの議論が取
り上げられる。現代的立地論では、工場の立地要因よりも企業組織の空間的再編成や製品のライフ
サイクルなどが重視されるとし、本節では製品サイクルと関連づけて多国籍企業の立地展開を論じ
たヴァーノンの議論が取り上げられる。 
 第 3節の後半では、グローバル化のもとでの生産立地の問題を取り上げ、以下の点が議論される。
第 1に、グローバル化は、交通・通信技術の発達、規制緩和、資金調達の多様化という背景のもと
で進展したこと。第 2に、グローバル化の進展によって、生産工程の国際分業、つまりフラグメン
テーション現象が見られるようになったこと。第 3に、生産工程間を連結するサービス・リンクの
費用、例えば輸送費・通信費・取引費用などの低下がフラグメンテーションを促進したこと。第 4
に、フラグメンテーションは、部品点数が多く、組立工程が必要となる産業で生じやすいこと。 
 第 4節では、先行研究を手がかりに、中国の広東省・江蘇省・浙江省の沿海地域 3省における産
業集積の特徴を比較している。広東省の産業集積は、外資主導のもとで、輸出に有利な立地と安価
な労働により、労働集約型製品の輸出を中心に発展し、最近は電子機械・部品の集積が生じている。
江蘇省の産業集積は、政府主導のもとで発展してきた集団所有制郷鎮企業と、工業開発区に誘致し
た外資企業を中心に形成された。浙江省の産業集積は、地域の企業家活動を通じて発展してきた民
営郷鎮企業を中心に形成された。 
 第 4節の後半では、産業集積が地域経済に及ぼす効果について議論される。ここでは特に、ハー
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シュマンの不均衡成長理論に基づき、連関効果が大きい産業への集中投資によって他の産業の成長
が誘発されること、地域経済への効果には前方連関効果と後方連関効果があり、第 5章の分析はそ
の一環であることが述べられる。 
 第 5節では、本章での結論が要約される。 
 
＜第 2章＞ 
 第 2章は、4つの節から構成される。 
 第 1節では、本章の目的として、台湾系 PC企業の中国進出状況やその背景とメカニズムが議論さ
れることが述べられる。 
 第 2節では、台湾系 PC企業の中国進出の背景として、台湾系 PC企業の中国進出状況、PC生産の
グローバル・ネットワークにおける台湾系 PC企業の役割、台湾系 PC産業における垂直・水平の生
産構造が議論される。 
 第 1の中国進出状況については、PC・電子産業が台湾の対中投資の中心となっていること、PC・
電子産業の対中投資額が 2002 年以降急速に拡大していること、PC 産業の進出先が沿海地域の広東
省から江蘇省・上海市へ、さらには内陸部の四川省成都市や重慶市にシフトしていることなどがデ
ータに基づき明らかにされる。 
 第 2の PC生産のグローバル・ネットワークにおける台湾系 PC企業の役割については、インテル
主導のプラットフォームの戦略のもとで PC部品の標準化と PCブランド企業の生産外注化が促進さ
れたこと、そうした背景のもとで台湾系 ODM企業が PCブランド企業の受託生産の受け皿となったこ
と、台湾系 ODM企業の優位性は生産コスト・スピード・提案力の優位性によること、台湾系 ODM企
業は付加価値が比較的小さい川中部門に位置すること、が明らかにされる。 
 第 3の台湾系 PC産業の生産構造については、台湾系 ODM企業と部品サプライヤーの間に、協力的、
長期的かつオープンな関係が構築されたことが議論される。具体的には、台湾の PC産業では中小企
業の比重が高いこと、中小企業と大企業の関係は競争関係から補完関係に変化したこと、その結果
として垂直的および水平的な分業ネットワークが構築され、それが台湾系 ODM企業のコスト・スピ
ードの優位性を支えたこと、厳しい市場競争のもとで中小企業はコストとスピートの競争力を高め、
さまざまな受注に対応できる柔軟性も兼ね備えるようになったことが議論される。 
 第 3節では、台湾系 PC企業の中国進出の要因が議論される。すなわち、インテルのプラットフォ
ーム戦略のもとで台湾系 ODM企業や部品サプライヤーに市場参入の機会が生まれ、それらの間で大
量生産能力が構築されていった。しかし、PC のコモディティー化に伴って PC 市場が拡大したもの
の、価格競争が激しくなる。その結果、台湾系 ODM企業の収益率が大幅に低下するとともに、PCブ
ランド企業からはコスト削減と納品スピードの短縮などが要求された。そこで、台湾系 ODM企業は、
コストとスピードの競争力を強化するために中国へ進出した。 
 第 3節の後半では、こうした経済的要因に加え、台湾当局による対中投資規制緩和が台湾系企業
の中国進出を後押ししたことが明らかにされる。具体的には、1980年代以降における台湾の各政権
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の対中政策とその時代の台湾系企業の中国進出状況、電子商取引・電気産業における対中投資規制
緩和の具体例が示される。 
 第 4節では、本章での結論が要約される。 
 
＜第 3章＞ 
 第 3章は、4つの節から構成される。 
 第 1節では、本章の目的として、台湾系 PC企業の中国国内での立地移転の動向と要因が議論され
ることが述べられる。 
 第 2節では、台湾系 PC企業の中国での集積状況を明らかにするとともに、台湾系 4大 ODM企業（広
達、仁宝、緯創、和碩）を例に挙げて、中国国内での地域別立地状況について考察している。 
 主要な台湾系 ODM企業の中国での立地は長江デルタと西部地域に集中し、最近は西部へ移転する
動きがある。これに対し、台湾系 PC部品メーカーは珠江デルタと長江デルタに比較的集中し、台湾
系半導体メーカーは長江デルタに集中している。台湾系企業の中国での立地の変遷およびその特徴
は、以下のように整理される。 
 ①台湾系 ODM企業は、1990年代に珠江デルタの東莞に集積し、2000年以降は長江デルタの蘇州へ
拡散し、2009年からは内陸部の重慶と成都へ移転した。東莞では、主に中小部品サプライヤー
による PC 周辺機器の製造と、ODM 企業によるデスクトップ型 PC の組立が行われている。蘇州
では、付加価値が高いノート型 PC、液晶モニターや半導体などの基幹部品の製造が行われてい
る。重慶では、主にノート型 PCの製造が行われている。各地域において、台湾系 PC企業によ
る分業ネットワークが形成されている。 
 ②2000年以降、台湾系 PC企業が長江デルタへ拡散したのは、PCブランド企業からコストや出荷
スピードの厳格化が求められる中で、競争優位性の維持、国内市場へのアクセス、生産拠点の
拡張という諸目的を達成するためであった。また、部品メーカーの立地選好は、企業規模や製
品特性によって異なる。大規模な部品メーカーと中核部品のメーカーは、経済基盤が大きく、
かつ技術的人材が豊富な地域に立地する傾向がある。一方、ODM 企業の受注に依存する中小企
業は、ODM企業に追随して立地する傾向がある。 
 ③台湾系 PC 企業における中国進出の特徴は、集団進出である。その理由としては、PC のグロー
バル分業体制における台湾系 PC企業とブランド企業との密接な関係、台湾系 PC企業間の緊密
なネットワークの存在、中国と台湾の間に種々の規制が存在するために集団進出の方が部品調
達費用削減効果が大きいこと、が挙げられる。 
 ④台湾の 4大 ODM企業における中国での立地では、地域間分業体制が形成されている。内陸部の
重慶と成都は新たな PC生産拠点となり、沿海部の上海と蘇州は PCの販売拠点と、新商品の開
発・製造拠点となる。しかし、主要企業の広達と和碩においては、重慶は、ノート型 PCの生産
拠点だけではなく、クラウドコンピューティングサービスや PC以外の製品の生産・販売やアフ
ターサービスの拠点となる予定である。 
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 第 3節では、4大 ODM企業の個別資料・データに基づき、4企業の共通点と相違点が明らかにされ
る。共通点では、①重慶への立地移転前に、金融危機後のノート型 PC市場が縮小して 4企業の利益
が減少したこと、②利益回復のために、PC 生産のコスト削減を追求する一方、ノート型 PC 生産以
外の業務拡大として、クラウドコンピューティングを応用したソフトウェアサービスを展開してい
ること、③ノート型 PCの市場縮小のもとで各企業はノート型 PC生産のコスト優位性を保つため
に、長江デルタより生産コストが安い地域への移転を迫られたと考えられること、が議論される。
相違点では、①和碩が他社よりも早い段階で PC生産以外の業務を拡大し、より早く利益の回復がで
きたこと、②地域別売上シェアでは、広達・仁宝・緯創の 3社が 2009年前後からアジア市場を拡大
したのに対し、和碩は 2010年から欧米市場を拡大したこと、が議論される。 
 第 4節では、本章での結論が要約される。 
 
＜第 4章＞ 
 第 4章は、5つの節から構成される。 
 第 1節では、本章の目的として、中国内陸部の地域特性や地方政府の経済政策に焦点を当てるこ
とで、台湾系 PC企業の内陸部進出の要因が議論されることが述べられる。 
 第 2節では、重慶市と成都市の産業構造を取り上げることで、これら地域における産業集積の特
徴が明らかにされる。本節では特に、産業特化係数の変化から、①重慶経済の中心が重工業からハ
イテク産業へ移っていること、②成都は重慶よりも相対的な発展地域であり、現代物流業と ITサー
ビス業の発展が目立つこと、が明らかにされる。 
 第 3節では、重慶と成都における地域開発政策として、中央政府の政策と地方政府の政策の両方
について検討される。まず中央政府の政策として、西部大開発と金融危機後の 4兆元対策が取り上
げられる。西部大開発では、インフラの建設とともにハイテク産業や現代サービス業などの発展が
推進された。こうした動きは、金融危機後の 4兆元対策によって加速され、西部地域は、技術主導
産業や現代サービス業の発展を目指すと同時に、東部からの産業移転の受け皿になろうとしている。
また、重慶と成都では、西部開発の入口として、高速鉄道・高速道路・空港を中心とする交通基盤
の整備が急速に進められし、中国国内と周辺国・海外との国際的交通ネットワークが構築されつつ
ある。 
 一方、地方政府の政策では、ICT（情報通信技術）産業基盤を持たなかった重慶市政府が「市場と
投資の交換戦略」に基づき、米国系 PC・ICT企業の誘致を進める産業政策を展開した。これに対し、
ICT産業基盤を以前から持っていた成都市政府は、従来の電子情報産業の発展の上に PC産業の誘致
を図る産業政策を展開した。ICT産業基盤を持たない重慶にとっては、PC産業の誘致のために、第
4節で説明されるような特別な「努力」が必要とされた。 
 第 4節では、台湾系 PC企業の重慶での集積が短期間に形成された要因が需要面と供給面に分けて
検討される。需要面では、重慶市政府が「市場と投資の交換戦略」に基づく誘致活動を行ったこと
が決定的である。すなわち、重慶市政府は、米国系 PC 重慶市でのブランド企業である HP（ヒュー
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レット・パッカード）に対して、優先的な市場アクセスの付与（金融機関の情報サービスや政府調
達）、ヨーロッパ市場までの輸出インフラの整備、物流コストの補塡、部品の 80％現地調達の保証
などと引き換えに、4,000万台のノート型 PCの生産拠点を重慶に立地させることに成功する。そし
て重慶市政府は、こうした大量受注を保証して台湾系 ODM企業や台湾系部品メーカーの集団誘致活
動を行った。 
 供給面では、重慶の優位性として、豊富かつ安価な労働力、生産費用削減を可能にする経済開発
区、国際市場までの迅速かつ安価な物流ルートの存在などがあった。さらに、重慶市政府は、企業
が必要とする労働力確保のための農民工の生活基盤の構築、PC企業のみに対応する行政チームの結
成、PCの物流プロセスに合わせた空港の建設やヨーロッパ輸出ルートの開通など、多岐にわたる「努
力」を行った。 
 こうした需給両面における重慶市政府の「努力」の結果として、重慶は、西部地域のハブあるい
は中国と外国をつなぐハブという重要な位置を占めつつある。そして、世界市場においてコスト削
減とスピードが要求されている台湾系 PC企業にとって、重慶は好都合な生産立地となり、輸出の利
便性が大幅に向上した。 
 第 5節では、本章での結論が要約される。 
 
＜第 5章＞ 
 第 5章は、4つの節から構成される。 
 第 1節では、本章の目的として、台湾系 PC企業の重慶への立地移転がもたらす経済効果が分析さ
れることが述べられる。 
 第 2節では、ハーシュマンの不均衡成長理論に基づき、PC産業誘致の前方連関効果と後方連関効
果について考察したあと、これらの効果を分析する手法として産業連関分析を用いることが説明さ
れる。重慶については、2007 年と 2012 年の産業連関表が利用できるのに対し、成都については産
業連関表が利用できないことから、本論文では重慶についての分析だけが行われる。また、前方連
関効果と後方連関効果はそれぞれ感応度係数と影響力係数を用いて分析される。 
 第 3 節では、感応度係数と影響力係数を定義したあと、2 つの係数の計測結果が示される。すな
わち、重慶の情報通信機械・電子設備産業は、2012年において全産業の中で影響力係数と感応度係
数が最も大きい産業となっているだけでなく、2007 年から 2012 年の間にこれらの係数が最も伸び
た産業となっている。これらの結果から、重慶に進出した台湾系 PC産業の後方連関効果と前方連関
効果は大きいと判断される。 
 次に、2007 年から 2012 年における重慶の産業構造変化の要因分析により、情報通信機械・電子
設備産業を含む各産業の経済成長への寄与や技術効果が分析される。その結果、情報通信機械・電
子設備産業の経済成長への寄与は比較的大きいこと、特に輸出要因が比較的大きいこと、さらに、
産業全体では顕著な技術効果が見られなかったが、情報通信機械・電子設備産業と金融業では若干
のプラス効果が見られたことなどが示される。 
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 最後に、情報通信機械・電子設備産業と（従来からの主導産業である）運輸機械産業における生
産誘発効果と雇用誘発効果が定義され、それぞれについて分析結果が示される。ここでは、情報通
信機械・電子設備産業の効果からは当該産業の後方連関効果の大きさが、運輸機械産業の効果から
は情報通信機械・電子設備産業への前方連関効果の大きさが示唆されると考えられている。 
 分析結果によれば、情報通信機械・電子設備産業の生産誘発効果は、当該産業と農業を除くと、
小売業や金融業などの第 3次産業で比較的目立っている。特に、2007 年から 2012 年の間に金融業
への生産誘発効果が増大している。運輸機械産業の生産誘発効果では情報通信機械・電子設備産業
への誘発効果は必ずしも大きくないが、2007 年から 2012 年の間に生産誘発効果が増大している。
これらから、情報通信機械・電子設備産業では、一定の前方連関効果と後方連関効果が生じている
と判断される。 
 情報通信機械・電子設備産業における雇用誘発効果は、農林水産業や、小売業を中心とする第 3次
産業で比較的目立っている。運輸機械産業との比較では、金融業への雇用誘発効果が相対的に大き
い。なお、労働者数の絶対数の動向を見ると、台湾系 PC企業の重慶進出によって重慶全体の雇用が
増加したことがデータから示される。 
 第 4節では、本章での結論が要約される。 
 
＜終章＞ 
 終章は、3つの節から構成される。 
 第 1節では、第 1章から第 5章までの結論がまとめられるとともに、本論文の結論として以下の
5点が述べられる。 
（1）PC産業の国際的分業体制において、台湾系 PC企業はコストとスピードの優位性により PCブ
ランド企業の受託生産の受け皿となった。台湾系 PC企業の優位性は、ODM企業と部品サプラ
イヤーの間、さらには部品サプライヤーと加工メーカーの間での協力的、長期的かつオープ
ンな関係から構築された垂直的・水平的分業ネットワークのもとで生まれた。 
（2）台湾系 PC企業の中国への集団進出は、ブランド企業からのコスト削減や納品スピード短縮に
対する要求が厳格となる一方、台湾系 ODM 企業間での競争により利潤が減少したために、コ
ストとスピードの競争力を一層高める必要性から生まれた。こうした動きは、台湾の対中投
資規制の緩和によって促進された。 
（3）台湾系 PC企業の中国への立地移転は、2000年前後の珠江デルタから長江デルタへの拡散
と、2009年前後の長江デルタから内陸部の重慶・成都への移転の 2回あった。立地移転の目
的は、顧客のブランド企業からコストや出荷スピードの厳格化が求められる中で、競争優位
性の維持、国内市場へのアクセス、生産拠点の拡張という諸目的を達成するためであった。
長江デルタへの立地拡散は、ノート型 PCの世界需要の拡大につれ、大規模生産が必要となる
中で、台湾系 PC企業がブランド企業の要求に応じ、生産コストがより安い地域を目指したこ
とで生じた。重慶・成都への立地移転は、金融危機の影響とノート型 PC市場の縮小のもとで、
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生産コストの削減と、ノート型 PC以外の製品・サービスの拡大を迫られたことで生じた。 
（4）台湾系 PC 産業の重慶進出には、需給両面の理由があった。需要面では、重慶市政府が、PC
生産の国際的分業体制のもとでの台湾系企業の役割や集団進出戦略を把握した上で、「市場
と投資の交換戦略」により大量の受注を PCブランド企業から取り付け、それを台湾系企業に
配分したこと。供給面では、重慶には豊富かつ安価な労働力、生産費用削減を可能にする経
済開発区、国際市場までの迅速かつ安価な物流ルートの存在などの優位性が存在したこと。 
（5）情報通信機械・電子設備産業が重慶経済に及ぼした経済効果では、一定の後方連関効果と前
方連関効果が確認された。特に、生産誘発効果では当該産業と農業を除くと、小売業や金融
業などの第 3次産業への影響が、雇用誘発効果では農林水産業や小売業を中心とする第 3次
産業への影響が相対的に大きい。 
 第 2節では、本論文の政策含意が、台湾政府、中国の地方政府、重慶市政府に分けて示唆される。
例えば、台湾政府については、ODM 企業と部品メーカーの集団進出を支援する政策対応が幾つか提
示される。中国の地方政府については、重慶市政府が打ち出した数々の戦略から、一般的な誘致政
策を超えた大胆が政策の必要性が示唆される。重慶市政府については、技術力を持った中小企業の
育成や現地企業への技術移転の必要性が述べられる。 
 第 3節では、本論文の分析を踏まえた今後の課題として、①重慶経済に関する分析だけでなく、
成都経済に関する分析も必要であること、②重慶市政府の誘致戦略の他産業への適用可能性につい
て検討すべきこと、③情報通信産業と金融業との密接な関係について詳細な分析が必要であること、
が述べられる。 
 
3．本論文の評価 
 本論文のもととなった論文は、国際公共経済学会、日本現代中国学会や中央大学経済研究所の中
国政治経済研究会などで発表され、その幾つかは学会誌、研究年報、研究所年報や英文著作に掲載
されている。うち国際公共経済学会の全国大会で発表された報告は、学会誌に査読付き論文として
掲載されている。筆者は、外国人研究者として、母語である中国語の文献だけでなく、日本語文献
や英語文献も多数参照し、利用可能な資料・データを活用しながら、本論文の研究テーマである「中
国内陸地域への台湾系 PC企業の立地移転」の実態やその要因についてかなり明確にすることができ
た。 
 筆者の問題意識は明確であり、分析手法やアプローチはオーソドックスであり、全体の論理構成
は整合的かつ総合的である。その意味で、博士学位論文に求められる体系性や論理性は確保されて
いる。また、分析手法やアプローチという点での独創性は見られないものの、研究テーマについて
先行研究よりも広く、深く、かつ総合的に分析しようと努力した点に独自の貢献が認められる。 
 本書の学術的価値を改めて整理すると、以下の点が指摘できる。 
 第 1に、本論文では、グローバル化経済におけるフラグメンテーション（生産工程の国際的分業）
の具体的事例として、台湾系 PC（パーソナル・コンピューター）企業の中国国内での立地移転（珠
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江デルタ→長江デルタ→内陸部）を詳細かつ総合的に論じている。空間経済学におけるフラグメン
テーションの重要なケース・スタディを詳細かつ総合的に分析したという点に学術的な価値が見ら
れる。 
 第 2に、本論文では、PC産業、台湾系 PC企業、重慶という 3つのキーワードに対応して、①PC
産業の国際的分業体制とその中での台湾系企業の役割、②台湾系 PC 産業内での ODM 企業と部品
サプライヤー、あるいは大企業と中小企業の密接な水平的・垂直的分業ネットワークの存在、③台
湾系 PC 企業の重慶進出における需給両面の要因としての重慶市政府と台湾系企業の戦略や行動と
いう 3つの柱を設定し、空間経済学、経営学、産業組織論、経済政策論の各分野にまたがる包括的、
総合的アプローチを展開した点に第 2の学術的な価値が見いだされる。 
 第 3に、外資系企業の立地選択や立地移転という問題にとどまらず、さらに進んで産業連関分析
に基づき、感応度係数と影響力係数、産業構造変化の要因分析、生産誘発効果と雇用誘発効果など
を計測することで、台湾系企業の重慶進出の経済効果の実証分析を試みている点も評価される。 
 第 4に、台湾系企業の中国進出状況を 4大 ODM企業別に詳細にフォローしている点も高く評価さ
れる。政府の公式統計に代表される集計データにとどまらず、個別企業の資料・データから裏付け
を行い、4 大企業の中国国内での立地分布を詳細に示すことができた点に資料としての学術的価値
が見いだされる（これは第 3章の図表や補表－1～4に整理されている）。また、各企業が提供する
資料・データに加えて、筆者が独自に行った台湾企業経営者へのインタビューでさらに肉付けが試
みられている点も評価されよう。 
 
4．本論文の問題点と課題 
 他方、本論文には幾つかの問題点や課題も残されている。 
 第 1に、包括的、総合的なアプローチを採用している点は長所と見なされる一方で、例えば多国
籍企業の立地・立地移転戦略と地方政府の地域開発政策（あるいは技術移転政策）の二兎が追求さ
れている嫌いがあることである。いずれも重要な問題であり、相互の内容に関連性はあるもののが、
1つの論文で二兎を追ったことから、論点が若干発散してしまっている。 
 第 2に、本論文では、中国における産業集積の代表例として、広東省の外資主導型、江蘇省の政
府主導型や浙江省の民営企業主導型を取り上げているが、重慶についても理念型としての重慶モデ
ルを提示しても良かったのではないか。例えば、「市場と投資の交換」として重慶モデルを位置づ
けてその意義と限界を論じることで、他の地方政府にとっての政策含意がより明確になったのでは
ないかと考えられる。もっとも、これは問題点というより、今後の課題として期待されるものであ
る。 
 第 3に、第 1章では理論的基礎として立地と工業立地に関する伝統的理論と現代的理論が整理さ
れ、第 2章以降ではそれらの理論との関わりが多少言及されているものの、中国での集積・立地選
択と伝統的・現代的理論との明示的な関係についての分析が十分に行われていない。両者の関係を
明示的に論じることで、例えば伝統的理論や現代的理論の意義や限界が明らかにされ、さらには代
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替的な集積・立地モデルも展開できたのではないか。こうした新しい理論モデルの構築自体大きな
テーマであり、今後の課題としてぜひ探究してもらいたい。 
 第 4に、産業連関分析では、情報通信機械・電子設備産業と金融業との密接な関係が示唆されて
いるが、これについても一定の仮説を提示して議論しても良かったのでないかと考えられる。 
 
 以上のように、本論文には幾つかの改善の余地が残されているものの、研究テーマである「中国
内陸地域への台湾系 PC企業の立地移転」の解明に対する本論文の貢献を損なうものではない。また、
指摘された問題点や課題は、本論文の欠陥というよりもむしろ本論文の今後の発展可能性を強く示
唆するものである。 
 以上より、審査委員一同は、本論文の著者である孫岩巍氏に博士（経済学）の学位を授与するこ
とに同意するものである。 
